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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

 

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 7,746 7,590 7,707 7,855 7,827

経常利益 (百万円) 514 581 561 425 775

当期純利益 (百万円) 420 432 418 200 480

包括利益 (百万円) 74 666 830 109 1,418

純資産額 (百万円) 19,244 19,878 20,681 20,760 22,145

総資産額 (百万円) 23,276 23,295 24,097 24,021 25,565

１株当たり純資産額 (円) 21,327.03 22,463.91 22,896.63 22,952.83 24,478.65

１株当たり当期純利益 (円) 475.41 488.44 473.16 226.16 542.81

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 81.1 83.6 84.1 84.6 84.7

自己資本利益率 (％) 2.2 2.2 2.1 1.0 2.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 1,221 824 926 832 1,004

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △291 33 △195 △779 △484

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △340 △708 △266 △85 △159

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 3,807 3,957 4,422 4,390 4,750

従業員数

(名)

214 201 196 195 191

（外、平均臨時雇用者

数）
(41) (39) (51) (48) (47)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していない。

３．当社は株式を公開していないため、「株価収益率」は記載していない。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 6,772 6,645 6,720 6,829 6,794

経常利益 (百万円) 146 164 294 519 600

当期純利益 (百万円) 189 200 253 402 492

資本金 (百万円) 450 450 450 450 450

発行済株式総数 (株) 900,000 900,000 900,000 900,000 900,000

純資産額 (百万円) 15,496 15,877 16,508 16,736 17,869

総資産額 (百万円) 18,474 18,341 19,156 19,214 20,553

１株当たり純資産額 (円) 17,511.72 17,942.00 18,655.13 18,913.35 20,193.47

１株当たり配当額

(円)

30 30 30 30 30

（内１株当たり中間配当

額）
－ － － － －

１株当たり当期純利益 (円) 213.85 226.98 286.21 454.97 556.39

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 83.9 86.6 86.2 87.1 86.9

自己資本利益率 (％) 1.2 1.3 1.6 2.4 2.8

配当性向 (％) 14.0 13.2 10.5 6.6 5.4

従業員数

(名)

153 145 143 141 137

（外、平均臨時雇用者

数）
(25) (25) (35) (32) (32)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．第83期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当15円を含んでいる。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していない。

４．当社は株式を公開していないため、「株価収益率」は記載していない。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和26年12月 長野市大門町に信濃放送株式会社設立

昭和27年１月 東京都中央区銀座に東京支社開設

昭和27年３月 ラジオ本放送開始

昭和27年４月 社名を信濃放送株式会社から信越放送株式会社に変更

昭和27年４月 長野市吉田に社屋落成、本社移転

昭和28年３月 松本放送局ラジオ放送開始

昭和28年７月 岡谷放送局ラジオ放送開始

昭和29年３月 飯田放送局ラジオ放送開始

昭和32年11月 上田放送局ラジオ放送開始

昭和33年10月 テレビジョン放送本免許、放送開始

昭和36年６月 子会社エスビーシー音楽配給株式会社設立

昭和39年10月 テレビカラー放送開始

昭和41年３月 子会社株式会社電算設立

昭和44年11月 子会社株式会社電算ビル設立

平成元年４月 エスビーシー音楽配給株式会社、社名を株式会社エスオーケイに変更

平成３年４月 子会社株式会社テクノサービス設立

平成８年４月 子会社株式会社エスビーシーハウジング設立

平成８年６月 株式会社電算ビル、社名を株式会社エステート長野に変更

平成12年10月 株式会社コンテンツながの株式を全株取得し、子会社とする

平成16年10月 子会社長野D－１再開発株式会社設立

平成17年２月 株式会社エスオーケイ、社名を株式会社エスオーケイビジョンに変更

平成18年９月 長野市鶴賀問御所町に新本社竣工、移転

平成18年10月 テレビジョン地上デジタル放送開始

平成20年10月 ㈱コンテンツながのと㈱エスオーケイビジョンが合併し、㈱コンテンツビジョンに社名変更

平成21年４月 長野D-1再開発㈱が㈱エステート長野に吸収合併により統合

平成22年６月 ㈱電算が東京証券取引所市場第二部に上場
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、平成27年3月31日現在、当社、子会社４社及び関連会社７社で構成さ

れ、放送関連事業、不動産関連事業を主たる業務としている。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりである。

なお、放送関連事業及び不動産関連事業の２部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　

注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一である。

放送関連事業 ─── 当社がテレビジョン、ラジオの放送及び放送に関連した事業を主催する他、持分法適用関連

会社㈱インフォメーション・ネットワーク・コミュニティにおいて当社のテレビジョン放送

を長野県の一部に有線による再送信をしている。連結子会社㈱コンテンツビジョン及び関連

会社㈱ながのアド・ビューロにおいて広告受託をし、当社がその一部を放送している。当社

は連結子会社㈱コンテンツビジョン及び関連会社㈱アクテックより当社放送番組の一部を購

入している。また、連結子会社㈱コンテンツビジョンはBGM音楽配給業務を行っている。

不動産関連事業 ── 連結子会社㈱エステート長野は当社本社ビル等の管理を主たる業務とする他、不動産の売

買・仲介・賃貸を行っている。連結子会社㈱ＳＢＣハウジングは長野県内４ヵ所のハウジン

グセンターの管理、運営業務を行っている。

その他　　　　 ── 非連結子会社㈱エステート長野サービスは保険代理業務を行っている。持分法適用関連会社

㈱電算は情報処理事業を行っている。関連会社㈱メイツ長野は人材派遣業務を行っている。

関連会社㈱長野県カルチャーセンターは、カルチャー講座の運営を行っている。関連会社長

野カントリー㈱はゴルフ場を経営している。

　事業の系統図は次の通りである。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有

割合（％）
関係内容

（連結子会社）

㈱エステート長野
長野県長野市 207 不動産関連事業

 75.6

[11.3]

当社の土地・建物を管理

役員の兼任あり

㈱ＳＢＣハウジング 長野県長野市 10 不動産関連事業 51.0
当社が放送広告を受託

役員の兼任あり

㈱コンテンツビジョン 長野県長野市 20 放送関連事業 100.0
当社が放送番組制作を委託

役員の兼任あり

（持分法適用関連会社）

㈱電算
長野県長野市 1,395 情報処理事業

40.8

(2.4)

当社が計算業務を委託

役員の兼任あり

㈱インフォメーション・ネッ

トワーク・コミュニティ
長野県長野市 1,195 放送関連事業

14.6

(1.6)

[9.1]

当社の放送を再送信

役員の兼任あり

（注） １．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載している。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数である。
３．議決権の所有割合の［　］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数である。
４．上記のうち、連結子会社㈱エステート長野は特定子会社である。
５．上記のうち、持分法適用関連会社㈱電算は有価証券報告書を提出している。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

放送関連事業 174（35）

不動産関連事業 17（12）

合計 191（47）

 （注）従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数の年間平均雇用人数である。

 

(2）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数(年) 平均年間給与（千円）

137（32） 44.8 20.3 8,824

 

セグメントの名称 従業員数（人）

放送関連事業 136（32）

不動産関連事業 1（－）

合計 137（32）

（注）１．従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数の年間平均雇用人数である。
　　　２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

 

(3）労働組合の状況

　特記すべき事項等はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度の日本経済は、政府の新たな経済対策や日銀による大規模な金融緩和などにより円安・株高が継

続し、企業収益や雇用環境に改善がみられるなど、景気は回復傾向で推移した。長野県経済も、火山の噴火、地震

等の大きな災害に見舞われたものの、緩やかながら回復の動きがみられ、設備投資は緩やかに増加し、個人消費は

消費者マインドの持ち直しを背景に緩やかに回復しつつある。放送業界においては、テレビ広告市況は底堅く推移

したものの、前年の消費税等の増税前の駆け込み需要の反動もみられた。

　そんな状況の中、当社は87期を第２次中期経営計画の中間年度と位置づけ、目標達成に向けてラジオ・テレビ共

に特別番組やイベントなどを企画し、積極展開した。

　放送関連事業においては、テレビ部門ではスポット出稿が弱含みの環境にあってローカルタイムの積極展開によ

り収入が増加したものの、ラジオ部門ではローカルタイムとスポットを中心に積極的な営業展開を図ったが、ネッ

トタイム収入の減少傾向をカバーするに至らず、事業部門では恒例の「大人の文化祭」「楽市楽座」「こどもフェ

スタ」等のイベントを中心に展開したが、前期の大型企画に相当する事業が少なく、全体として減収となった。

　放送活動では、８年ぶりに日本民間放送連盟賞の最優秀賞をテレビ教養番組部門で受賞したほか、ラジオ教養番

組部門でも優秀賞を受賞した。

　不動産関連事業においては、ハウジング事業では積極的な事業展開を進め、不動産管理事業についても放送関連

事業のバックアップのほか、効率的な不動産運用を行い好調に推移した。

　なお、持分法適用会社である情報処理事業の株式会社電算は、産業分野において、受注延期等による受注不足に

より、売上が減少したが、公共分野において、番号制度対応等、利益率が高い法制度改正対応の受注・売上が順調

に伸展し、また生産性向上に伴う原価低減により、前年比で増収増益となり、持分法による投資利益を計上した。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高が7,827百万円と前連結会計年度に比べ28百万円（0.4％）の減収と

なり、利益については、営業利益は503百万円と前連結会計年度に比べ32百万円（6.9％）の増益、経常利益は775

百万円と前連結会計年度に比べ350百万円（82.3％）の増益、当期純利益は480百万円と前連結会計年度に比べ280

百万円（140.0％）の増益となった。

　セグメントの業績は、次のとおりである。

放送関連事業

当連結会計年度は、ラジオでは午後の情報ワイド番組での北陸新幹線企画等のコーナーや、地域の協力、行政

と連携した地域情報のレギュラー番組の展開、周年企業のラジオによる情報発信の全国展開、パーソナリティが表

現する通販番組の効果等が評価され、ローカルタイム収入は堅調に推移した。スポットでは、県内での事業活動で

ラジオの利用が復活して前年売上を上回ったが、ネットタイム・ラジオショップ等で収入が減少した。

テレビでは、報道関連では、県内では大きな災害が頻発し、当社は報道機関として正確かつ迅速な情報伝達に

努めてきた。7月9日の南木曽町で大規模な土石流の発生の際は、現場にはSNG中継車を中心に、松本局・飯田局・

本社から取材班が入り、災害について詳しく伝えた。9月27日の御嶽山噴火において、報道部ではJNN系列局の中部

日本放送(CBC)と連携し、初期のニュースを取材放送し、その後はTBSはじめJNN各局の応援班とともに、行方不明

者捜索の模様、突然身内を失った遺族の悲しみ、地元の観光への影響などの取材を重ねた。SBCでは木曽町内に中

継や映像を送るための取材拠点を設置し、現在も取材を継続している。なお、御嶽山の初動取材ではSBC・CBCの緊

密な連携体制が高く評価され、JNN特別賞を受賞した。11月22日には、県北部を震源とする強い地震が発生した。

SBCでは、発災後の初期報道に力を入れ緊急特別番組を放送したほか、被災者のその後をフォローした。2015年3

月2日早朝の県内で大規模停電が発生した際は、午前７時台から通常の番組に併せて地域独自の文字情報を伝える

「L字情報」を放送、生活情報を中心に情報発信し、L字情報がインターネットでも閲覧できるようし、パソコン・

スマートフォン・携帯電話のSBCのホームページでも入手可能となり、県民への情報伝達をスムーズに行った。

３月14日、北陸新幹線が金沢まで延伸した。延伸にあわせて長野駅と駅ビルも改修され、県都長野の玄関が生

まれ変わった。SBCでは延伸当日の6時45分から7時半まで特別番組「新幹線新時代　長野⇔北陸一番中継」を生放

送、時間距離が大幅に短縮された北陸と長野について紹介した。

また、昨年は松本サリン事件発生から20年の節目の年であり、SBCでは改めて事件当時何が起きていたのかを取

材しSBCスペシャルで放送した。番組では松本サリン事件の捜査の指揮を執った元捜査一課長が初めてテレビ取材

に応じ、「事件のひと月後にはオウム真理教が捜査線上に浮上していた」と証言した。この情報を当時入手してい

れば容疑者として疑われた河野義行さんへの対応や報道が根底から変わったと考えられ、インタビューは6月にTBS

テレビ報道特集でも放送され、「他社を圧倒する『20年目の証言』」と高評価を受け、ＪＮＮ大賞を受賞した。

サッカーではJ2松本山雅のホームゲームの衛星放送中継を引き続き受託、報道部でも松本放送局と連動して、

試合のダイジェストやサポーターの熱気あふれる応援などをニュースワイド及び毎週のミニ番組で放送し、念願の

J1昇格を果たすと、反町監督やサポーターをスタジオに招き、生放送で昇格への軌跡を振り返った。

番組関連では、SBCスペシャル「刻印～不都合な史実を語り継ぐ」が日本民間放送連盟賞テレビ教養番組部門で

最優秀賞を受賞した。10月には、SBCこども未来キャンペーンの一環として、子供たちの夢を応援する大型番組

「夢テレビ2014」を５時間半の生放送で行った。2月には、全国ネット番組として「ロンブー淳の一度は行きた
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い！武将の隠し湯」を放送した。レギュラー番組では、水曜午後７時からの「SBCスペシャル」は、骨太のドキュ

メンタリーからグルメ旅まで幅広く取材し、引き続き10%台の平均視聴率となり視聴者からの高い支持を得てお

り、午後の情報番組「３時は！ららら♪」が７年目に入り、長野県内の旅やグルメ情報の発信を続けている。

事業部門においては、大型イベントとして7月に長野市のエムウェーブで第７回「大人の文化祭」、10月には、

松本市のやまびこドーム一帯で「信濃の国楽市楽座　ファミリーで楽しむ秋」、３月には４回目となる「SBCこど

も未来プロジェクト　SBCこどもフェスタ2015」をSBC＆ＴＯｉＧＯ一帯でそれぞれ開催した。文化事業としては、

「ポーラ美術館コレクション レオナール・フジタ展」を2015年３月からサントミューゼ上田市立美術館で開催し

ている。スポーツイベントでは４月に第24回長野県市町村対抗駅伝競走大会と第10回長野県市町村対抗小学生駅伝

競走大会を松本市で開催し、７月には野尻湖カップトライアスロン・ジャパンオープンを、10月にはＳＢＣ杯第21

回全日本スピードスケート距離別選手権大会を開催した。また、県内の製造業を応援しようと2008年からスタート

した「ＹＥＳ!ものづくりナガノ」キャンペーンは累計300社以上を取材し、「明日を造れ！ものづくりナガノ」等

のテレビ番組とも連動したこの活動は、2014年度ＪＮＮネットワーク協議会賞（放送関連活動部門）を受賞した。

技術部門では、放送設備関連では、美ヶ原親局テレビ送信機のオーバーホール、送信設備の点検と修繕を進

め、またラジオマスターのパソコンとサーバーの更新を実施した。放送事故ゼロを目指し、日常業務の見直しを行

いながら、保守・点検態勢を強化している。また、アナログ放送終了で役目を終えたサテライト局等の設備撤去

は、引き続き、放送各社と協力して計画的に作業を進めている。

また、南木曽の土石流、御嶽山噴火、県北部地震と災害が多発し、その都度、中継や素材送り態勢を構築し、

報道機関としての責務遂行に務め、特に御嶽山噴火では、ＳＮＧ中継車が21日間にわたり駐在し対応した。

レギュラー番組に加え、市町村対抗駅伝、諏訪湖花火中継、夢テレビなど特別番組では、更なる内容向上に努

め、また衆議院議員選挙開票番組では、当確速報を随時放送しながら、万歳会場８箇所からの中継を実施した。

　以上の結果、放送関連事業全体では前連結会計年度と比較し、売上高は減収となる一方で、営業費用は経費削減

に努めた結果、営業利益を計上している。

　この結果、売上高は6,841百万円と前連結会計年度に比べ33百万円（0.5％）の減収、営業利益は298百万円と前

連結会計年度に比べ21百万円（7.9％）の増益となった。

不動産関連事業

　不動産・不動産管理運営事業も「ＴＯｉＧＯ」関連の事業については、継続して効率化を図り、ハウジング事業

に関しては積極的な営業活動を展開し、厳しい経済環境の中、テナントを増やし、売上を伸ばした。

　この結果、売上高は986百万円と前連結会計年度に比べ5百万円（0.5％）の増収、営業利益は204百万円と前連結

会計年度に比べ10百万円（5.6％）の増益となった。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益645百万円

及び減価償却費466百万円の計上等により、営業活動により得たキャッシュ・フローは、1,004百万円となり、投資

有価証券及び有形固定資産の取得による支出及び投資有価証券の取得と売却の差額の支出等により、投資活動によ

り使用した資金は484百万円となった。また、放送関連事業におけるリース債務の返済等により、財務活動により

使用した資金は159百万円となり、これらにより資金は、前連結会計年度末に比べ360百万円増加し、当連結会計年

度末には4,750百万円となった。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は1,004百万円（前連結会計年度比20.6％増）となった。

　主なものは税金等調整前当期純利益645百万円、減価償却費466百万円である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は484百万円（前連結会計年度比37.8％減）となった。

　これは主に有形固定資産の取得による支出153百万円及び投資有価証券の取得と売却の差額230百万円の支出等に

よるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は159百万円（前連結会計年度比86.5％増）となった。

　主なものは、長期借入金の返済による支出57百万円、リース債務の返済による支出71百万円等である。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、テレビ及びラジオの一般放送、動産・不動産の売買及び不動産の管理・運営等その事業の性質上

受注生産形態に馴染まない売上が多いため、生産規模及び受注規模を金額・数量で記載していない。

　このため、生産、受注及び販売の状況は「１ 業績等の概要」における各セグメントの業績にその概要を示してい

る。
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３【対処すべき課題】

（１）当社グループの現状の認識

　当社グループは、放送関連事業と不動産関連事業の２つの柱を主な事業としている。放送事業については、中長期

のタイム広告を中心に引き続き厳しいセールス環境が続く見通しである。当社グループは、国民のライフラインの一

翼を担う基幹メディアとしての責任を果たせるよう努める所存である。

こうした中、当社が県民に親しまれ必要とされる放送局として永続するための、第86期より向こう３年間を想定し

た、第２次中期経営計画をスタートさせた。第２次中期経営計画は、前経営計画でやり残した課題を徹底的に行う、

「実行の中期経営計画」と位置づけており、目標を確実に達成すべく全社員で計画実行を推進する決意である。

当社グループは、新たな経営目標に向かって全力をあげて課題に対応し、経営体質の強化及び業績の拡大を図ると

ともに放送の公共的使命と報道機関としての責任を自覚し、更なるコンプライアンス体制の強化を図り、すべてのス

テークホルダーの期待に応えるために、グループ一丸となって取り組む所存である。

（２）当面の対処すべき課題の内容

　放送関連事業における最重要課題は、経営体質・財務体質の強化及び県民に親しまれ必要とされる放送局としての

永続である。

　また、ライフラインの一翼を担う基幹メディアとして難視聴世帯を作らぬようにすることが必要である。

　放送関連事業では、消費税増税にともなう駆け込み需要の反動減が見られるなど広告の出稿については流動的であ

り、デジタル放送の保守・維持に伴う新たなコストの発生等の厳しい状況の中、業績を向上し、基幹メディアたる位

置づけを維持してゆくためには上記課題の解決は不可欠である。

（３）対処方針及び具体的な取組状況等

　放送関連事業においては、上記課題に対処するために収入予算の達成・支出予算の厳守、視聴率・聴取率の向上な

どに全社一丸となって取り組み、本社の組織は、情報還流や意思決定の迅速化を進め、全社的な連携と社員のパワー

を集積するため、４局１センター体制としている。また、第86期からの３カ年間の中期経営計画の実行に取組み、全

社一丸となって「経営抜本改革」を強力に推進し、健全な企業体質実現に向け努力する所存である。

　また、技術的課題として、アナログ放送終了で役目を終えたサテライト局の設備施設撤去は、今後も放送各社と協

力して計画的に作業を進めてゆく所存である。

　放送の安全・信頼性基準への適合についても、今後も放送事故ゼロを目指して、日常業務の見直しを行いながら、

保守・点検態勢を引き続き強化してゆく所存である。

　当社グループは、引き続きグループ各社とも経営理念を実のあるものとすることを心がけ、社会的責任を十分認識

しその任務を果たし、より強固な経営基盤の拡充、業績の向上に積極的に取り組む所存である。

 

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。

　なお、本項に記載した予測、予見、見込み、見通し、方針、所在等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在

において判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性を有しており、あるいはリスクを含んでいるため、

将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もある。

(1）自然災害等のリスクについて

　地震等の自然災害によって、当社グループの放送設備及び電力事業者、電気通信事業者の設備について、大きな

損害を受ける可能性がある。これらの設備が相当な損害を被った場合、放送等のサービス中断等により売上高が低

下するとともに、顧客への補償や設備の修復または代替のため巨額な費用を要することとなる可能性がある。

　また、放送設備の多くが山間地に設置されているため、特に冬季による豪雪等の気象状況による当社放送設備お

よび電力事業者の設備に障害が発生した場合、設備の復旧遅延により長時間の放送中断等が考えられ、これによる

売上高の低下の可能性もある。

(2）法的規制等の変更によるリスクについて

　当社は、国から放送局および番組中継用等の無線局の免許を受けて、放送を行なっており、電波法、放送法、そ

の他関係法令に規制されている。

　この中で、テレビ放送については、電波の周波数有効利用および視聴者サービスの高品質化、高機能化を目的と

して完全デジタル化がなされおり、当社も地上デジタル放送にあたり、多額の設備投資を行っている。設備投資は

ピークを終えたが、これに伴い減価償却費が増え、かつデジタル放送設備の維持更新費用も今後増えてくるため、

当社および当社グループの利益の圧迫要因となる可能性がある。

(3）放送関連事業の景気動向・視聴率への依存について

　当社の営業収益の多くの部分を占めるテレビ放送事業収入は、日本経済の動向に大きな影響を受けると考えられ

る企業の広告費に拠っているが、近年景気の回復が広告の出稿に直結しない局面が見られる。加えて、広告費の大

都市圏への集中といった傾向が近年顕著になってきている。とりわけ当社グループの売上のうち、重要な要素であ

るテレビスポット収入は、実質ＧＤＰなどの指標にも表れる国内景気や広告主である企業の業績との連動性が強

く、場合によっては一層の下降局面に入ることもある。当社グループは慎重に景気の動向を見極め、コスト低減な

どの方策もとってきたが、なお経営成績に影響を及ぼす可能性がある。
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　また、放送関連事業において、視聴率はコマーシャルの時間枠販売にあたり、重要な要素である。

　これらのことから、当社が視聴者の幅広い支持を受ける番組を制作・放送できない場合、当社の経営成績に影響

を及ぼす可能性がある。

(4）メディア競争の激化

　地上テレビ放送のデジタル化を機に、地上テレビ放送のみならず、ＢＳデジタル放送やＣＳデジタル放送、ＣＡ

ＴＶ、動画コンテンツの配信を行うブロードバンドなど、他のメディアとの競争が激化し、録画機器の進化や携帯

端末による映像配信など視聴形態の多様化は、放送メディアの相対的地位に影響を及ぼすことが懸念されるが、既

に公共メディアとしての立場を確立している放送メディアの相対的優位性は当面は維持されるものと考えられる。

　このような状況下で当社は、適切な設備投資および投資を継続し、技術水準の維持、コンテンツ制作力の増強な

らびに魅力的なコンテンツの獲得、メディア戦略の強化等を引き続き図る方針だが、これらの投資等に見合うだけ

の十分な利益を確保できない場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(5) 情報漏洩について

　当社グループは、番組の出演者、観覧者、通信販売事業、インターネット上の会員サービスなどにおいて個人情

報を保有している。当該個人情報の取り扱いについては、十分な注意を払い、対策を講じているが、万が一個人情

報の漏洩や不正アクセス、不正利用などの事態が発生した場合は、当社グループに対する信頼性の低下により、そ

の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

(6) 投資有価証券の時価評価

　当連結会計年度の純資産の部におけるその他有価証券評価差額金は、前連結会計年度より896百万円増加した。

投資有価証券の時価評価額の増減はキャッシュ・フローに直接影響するものではないが、その増減に大きな変動が

あった場合には、当社の財政状態を示す指標に影響を及ぼす可能性がある。

(7) 知的財産権について

　当社グループは、現時点において、当社グループの事業活動に影響を及ぼすような特許権、商標権その他知的財

産権が第三者によって取得されているという事実は確認していない。また、第三者から知的財産権に関する警告を

受けたり、侵害訴訟等を提起されたことはない。しかしながら、将来の当社グループの事業活動に関連して、第三

者が知的財産権の侵害を主張し、当社の事業が差し止められたり、損害賠償等金銭的な負担を余儀なくされた場

合、または第三者の知的財産権につき実施許諾が必要となりロイヤリティの支払が発生したり、あるいは実施許諾

が得られない場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。

６【研究開発活動】

　該当事項なし。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度の財政状況及び経営成績の分析は、以下のとおりである。

　なお、本項に記載した予測、予見、見込み、見通し、方針、所在等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在

において判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性を有しており、あるいはリスクを含んでいるため、

将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もある。

(1）財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、7,342百万円（前連結会計年度末は7,025百万円）となり、317百

万円増加した。主なものは、放送関連事業における現金及び預金の増加である。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、18,223百万円（前連結会計年度末は16,996百万円）と、1,226百

万円の増加となった。主なものは、その他有価証券評価差額金の増加による投資有価証券の増加である。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、1,354百万円（前連結会計年度末は1,295百万円）となり、59百万

円の増加となった。主なものは、未払消費税等の増加である。
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（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、2,064百万円（前連結会計年度末は1,965百万円）となり、98百万

円の増加となった。主なものは、繰延税金負債の増加である。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は、22,145百万円（前連結会計年度末は20,760百万円）となり、1,385

百万円増加した。これは主に当期純利益の計上及びその他有価証券評価差額金の増加によるものである。

（次期の見通し）

　放送関連事業は、次期の見通しについては、主たる事業のテレビは、広告収入は回復傾向にあり、増収を見込ん

でおり、コスト削減の徹底による損益改善により、営業利益、経常利益および当期純利益はそれぞれ増益を見込ん

でいるが、今後も不透明な状況が続くものと想定される。

　当社グループは、第86期からの第2次中期経営計画の下、引き続き競争力の強化を行うとともに経費削減等の実

施により運転資金の効率化に努め、財務活動についても安定的で低コストの資金調達構造を構築し、また、事業に

内在するリスクを分析・評価し、対応策を検討・実施することによって、課題を着実に解決し、当社グループの企

業価値を高めていく所存である。

(2）キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は1,004百万円（前連結会計年度比20.6％増）となった。

　主なものは、税金等調整前当期純利益645百万円、減価償却費466百万円である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は484百万円（前連結会計年度比37.8％減）となった。

　主なものは、有形固定資産の取得による支出153百万円及び投資有価証券の取得と売却の差額230百万円の支出等

である。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は159百万円（前連結会計年度比86.5％増）となった。

　主なものは、長期借入金の返済による支出57百万円、リース債務の返済による支出71百万円等である。

(3）経営成績の分析

当連結会計年度における当社の主力事業分野である放送・広告業界では、テレビ広告市況は消費税増税の駆け

込み需要の反動はあったものの、底堅く推移した。このような状況の中、放送関連事業は、そんな状況の中、当社

は87期を第２次中期経営計画の中間年度と位置づけ、目標達成に向けてラジオ・テレビ共に特別番組やイベントな

どを企画し、積極展開した。不動産関連事業についても業績は堅調に推移し、グループ全体として売上高は、わず

かに減収となったが、営業利益以下各利益は前連結会計年度に比べそれぞれ増益となった。

　この結果、売上高は7,827百万円（前連結会計年度比0.4％減）、販売費及び一般管理費は3,822百万円（同期比

1.3％減）、営業利益は503百万円（同期比6.9％増）、経常利益は775百万円（同期比82.3％増）、当期純利益は

480百万円（同期比140.0％増）となった。

（次期の見通し）

　放送関連事業は、当社グループの主力であるテレビ広告収入においては、回復傾向にあるが、今後も不透明な状

況が続くものと想定される。また、放送関連事業の文化事業及び不動産関連事業においても、長野県内の消費マイ

ンドの足踏み状態から、引き続き厳しい状況が予想される。

放送関連事業における喫緊の課題は経営体質の強化であり、収入予算達成に全力を上げることはもとより、こ

のような状況に鑑み、当社としては業務全般を徹底的に見直し、中期経営計画に基づく一層の抜本的経営改善を実

行している。

　なお、第87期は、前経営計画でやり残した課題を徹底的に行う、実行の中期経営計画と位置づけられた第2次中

期経営計画の中間年度に当たり、当社グループが県民に親しまれ必要とされる放送局として永続するためにもこの

中期経営計画の目標を達成するために全社員新たな気持ちで立ち向かっていく決意である。

 

EDINET提出書類

信越放送株式会社(E04384)

有価証券報告書

11/55



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、長期的に成長が期待できる分野に重点を置き、全体で219百万円の設備投資を行った。

　放送関連事業においてはデジタル放送設備を中心に207百万円の投資を行った。

　不動産関連事業においては、ハウジング設備、賃貸設備等を中心に11百万円の投資を行った。

２【主要な設備の状況】

平成27年3月31日現在における当社グループ（当社及び連結子会社）の重要な設備は、以下のとおりである。

(1）提出会社

事業所区分
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積千㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(長野県長野市)
放送関連事業 放送設備他 3,674 1,025

1,265

27
202 6,169

106

(27)

松本放送局

(長野県松本市)
放送関連事業 放送設備他 18 20

98

5
2 140

9

(3)

美ヶ原送信所

(長野県武石村)
放送関連事業 放送設備他 82 23 － 0 106 －

東京支社

(東京都中央区)
放送関連事業 放送事業他 6 － － 1 8 12

サテライト局

(長野県長野市他)
放送関連事業 放送設備他 203 105

2

4
－ 311 －

福利厚生施設

(長野県軽井沢町他)
放送関連事業 厚生施設他 72 －

226

11
0 299

－

(2)

 

(2）国内子会社

会社名
事業所区分
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積千㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

㈱エステート

長野

長野本社他

（長野県長野市）

不動産関連

事業

賃貸ビル、

賃貸住宅他
631 －

589

34
4 1,226

15

(2)

㈱ＳＢＣ

ハウジング

長野本社他

（長野県長野市）

不動産関連

事業

住宅展示場

他
79 － － 0 79

1

(9)

（注） １．従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数の年間平均雇用人数である。

２．提出会社の本社、美ヶ原送信所にはリース資産が含まれており、設備の内容は提出会社は主に放送設備及び車両である。

３．上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりである。

事業所名

（所在地）

事業所名

（所在地）

セグメントの名

称
設備の内容

従業員

(人）

年間リース料

（百万円）

提出会社
長野本社

　（長野県長野市）
放送関連事業 放送設備他

106

(27)
オペレーティング・リース　33

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定している。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000

計 1,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株）
（平成27年3月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年6月25日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 900,000 900,000
非上場につき該当事項

はない。

当社は単元株制度は採用し

ていない。

計 900,000 900,000 － －

（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めている。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数増
減数(株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

昭和39年2月1日（注） 300,000 900,000 150 450 － －

（注）上記の増加は、新株発行による増資に伴うものである。　発行価額500円、資本組入額500円

（６）【所有者別状況】

平成27年3月31日現在
 

 区分
政府及び地方
公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 合計

個人以外 個人

株主数（人） 33 5 10 142 － － 1,186 1,376

所有株式数

（株）
93,837 43,425 34,359 395,777 － － 332,602 900,000

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

10.4 4.8 3.8 44.0 － － 37.0 100.0

 （注）　自己株式15,087 株は、「個人その他」に15,087株含まれている。
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（７）【大株主の状況】

  平成27年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

信濃毎日新聞株式会社 長野市南県町657 158,389 17.60

塩沢　鴻一 長野市 64,000 7.11

信越化学工業株式会社 東京都千代田区大手町２の６の１ 63,000 7.00

株式会社八十二銀行 長野市岡田町178の８ 27,900 3.10

小坂　憲次 長野市 27,000 3.00

信越放送従業員持株会 長野市鶴賀問御所町1200番地３ 24,265 2.70

長野県 長野市南長野幅下692の２ 22,500 2.50

株式会社文化放送 東京都港区浜松町１の31 17,145 1.91

長野県町村会 長野市西長野加茂北143の８ 17,000 1.89

松本市 松本市丸の内3番7号 16,240 1.80

計 － 437,439 48.60

 

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年3月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式15,087
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式884,913 884,913 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 900,000 － －

総株主の議決権 － 884,913 －

 

②【自己株式等】

平成27年3月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

（自己保有株式）

信越放送㈱

長野市鶴賀問御所町

1200番地3
15,087 － 15,087 1.67

計 － 15,087 － 15,087 1.67

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。

EDINET提出書類

信越放送株式会社(E04384)

有価証券報告書

14/55



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項なし

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項なし

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項なし

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項なし

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 15,087 － 15,087 －

 

３【配当政策】

　当社は民間放送としての公共性の高い事業を行っているため、長期に亘っての経営基盤の強化に努めるとともに、

利益配分については、安定した配当を継続的に実施していくことを基本方針としている。

　具体的には原則として年1回の期末配当を行うことを基本方針としており、業績に応じて中間配当を実施する場合

がある。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

　当期の配当については、安定配当の維持を基本としながら、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案

し、当社普通株式１株につき、普通配当30円と決定した。

　内部留保資金については、今後予想される多メディア、多チャンネル、デジタル化に備え放送設備の充実を図り、

地域メディアとしての役割を担ってゆく所存である。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めている。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成27年6月24日

定時株主総会決議
26 30

 

４【株価の推移】

　当社株式は非上場につき該当事項はない。
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５【役員の状況】

男性12名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株）

取締役会長

(代表取締役)

 
 小根山　克雄 昭和18年２月25日生

 
昭和40年３月 当社入社

平成９年６月 当社取締役東京支社長

〃13年６月 当社常務取締役東京支社長

〃16年６月 当社専務取締役営業本部長

〃17年６月 当社代表取締役専務

〃19年６月

〃21年６月

〃22年６月

〃23年６月

〃27年６月

㈱エステート長野代表取締役社長(現任)

当社専務取締役

当社代表取締役副社長

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長（現任）
 

(注)1 7,500

取締役社長

(代表取締役)
 北島　義仁 昭和23年5月31日生

 
昭和46年４月 当社入社

平成14年６月 東京支社長・役員待遇

〃15年６月 当社取締役東京支社長

〃16年６月 当社常務取締役東京支社長

〃21年６月 当社常務取締役テレビ局担当

〃23年６月

〃27年６月

当社専務取締役

当社代表取締役社長（現任）
 

(注)1 4,619

専務取締役

労務・関連会

社・総務局・

技術局担当

堤　啓治 昭和24年9月10日生

 
昭和48年４月 当社入社

平成15年６月 技術局長

〃17年６月 当社取締役技術担当

〃22年６月

〃27年６月

当社常務取締役

当社専務取締役（現任）
 

(注)1 3,638

常務取締役

 
テレビ局・番

組審議会担当

兼テレビ局長

 

渡辺　雅義 昭和29年６月15日生

 
昭和53年４月 当社入社

平成13年３月 営業局　業務部長

〃23年３月

〃25年６月

〃27年６月

総務局長

当社取締役テレビ局担当

当社常務取締役テレビ局・番組審議会担

当（現任）
 

(注)1 1,500

取締役
中南信担当兼

松本放送局長
清水　和志 昭和30年１月15日生

 
昭和53年４月 当社入社

平成22年６月

〃23年６月

〃25年６月

東京支社長兼ラジオ部長・役員待遇

当社取締役情報センター担当

当社取締役中南信担当（現任）
 

(注)1 1,500

取締役
ラジオ局担当

兼ラジオ局長
宮下　明 昭和28年12月16日生

 
昭和52年４月 当社入社

平成22年10月 東京支社長兼ラジオ部長

〃23年３月

〃24年６月

〃27年６月

東京支社長・役員待遇

当社取締役東京支社長

当社取締役ラジオ局担当（現任）
 

(注)1 1,500

取締役

情報センター

担当兼情報

センター長

菱山　晋一 昭和30年４月28日生

 
昭和53年４月 当社入社

平成20年２月 報道局次長兼報道部長

〃22年10月 テレビ局長

〃25年６月

〃26年６月

情報センター長

当社取締役情報センター担当（現任）
 

(注)1 1,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株）

取締役  小坂　壮太郎 昭和36年9月13日生

 
平成16年３月 信濃毎日新聞㈱常務取締役

〃18年６月 当社取締役（現任）

〃21年３月

〃23年３月

信濃毎日新聞㈱代表取締役専務

信濃毎日新聞㈱代表取締役社長（現任）
 

(注)1 112

取締役  加藤　久雄 昭和17年11月８日生

 
平成25年11月 長野市長（現職）

〃26年６月 当社取締役（現任）
 

(注)1 －

取締役  菅谷　昭 昭和18年11月22日生

 
平成16年３月 松本市長（現職）

〃16年６月 当社取締役（現任）
 

(注)1 －

監査役  田中　穂積 昭和23年6月15日生

 
昭和47年４月 当社入社

平成17年７月

　〃20年６月

松本放送局長・役員待遇

当社取締役中南信担当

〃21年６月

〃27年６月

当社取締役ラジオ局担当

当社監査役（現任）
 

(注)2 1,700

監査役  成澤　一之 昭和13年12月2日生

 
昭和37年４月 ㈱八十二銀行入行

平成11年６月 同行代表取締役副頭取

〃13年６月 同行代表取締役頭取

　〃17年６月 同行代表取締役会長

　〃19年６月 当社監査役（現任）
 

(注)2 －

    計  23,069

（注）１．平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

２．平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

３．当社には、社外取締役及び社外監査役はいない。

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方としては、民間放送としての使命を果たし企業の取り

巻く利害関係を調整しつつ株主利益を尊重し、企業価値の向上を経営の責務とし、経営執行の過程において取締役

会の合議機能、監査役の監視機能あるいは社内組織・業務分掌における牽制機能などを有効に発揮させることに

よって、経営の健全性、公平性、透明性を担保する事が基本であると考える。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

１.会社の機関の内容

　当社は監査役制度採用会社である。取締役会は、提出日現在、取締役10名で構成され、監査役は２名で構成され

ている。毎月２回の取締役会による代表取締役の業務執行の監督及び経営における重要事項についての決定と報告

を行っている。監査役は、取締役会及びその他の社内会議に出席するとともに、各部署を監査し、取締役の職務執

行状況を監査する体制をとっており、会計についても監査人との相互連携に基づく実効性のある監査を軸に経営監

視の体制を構築するとともにコンプライアンスに基礎を置く内部統制体制の整備により、経営監視体制の強化を

図っている。

　取締役及び監査役の選任については、当社の業種・規模・経営課題などを踏まえ、最も相応しいと思われる人材

を株主総会に候補者として推薦し、またその報酬について公正かつ妥当な配分がなされるように意を用いている。

２．内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況

　内部統制の仕組みにより、組織・規程等により権限・責任を明確化するとともに、リスク管理及びコンプライア

ンス体制充実のための各種委員会を必要に応じ組織し、チェック体制の強化と業務改善に努め、随時情報交換を行

い、取締役会・監査役等に報告する体制を整え、各機関との相互連携を高めている。

　取締役会は原則として月２回開催され、基本的経営戦略及び執行方針を決定し、業務執行について迅速な意思決

定を図るとともに、必要に応じ臨時取締役会を開催し、臨機応変にリスク対応できる体制を整えている。

　また、管理本部を置き業務運営の準拠性及び効率性向上の徹底を推進している。

３．弁護士・監査人等その他第三者の状況

　内部統制の仕組みの中で、会社の各機関・委員会等は、必要に応じ弁護士・公認会計士をはじめとする外部専門

家に対し、会社業務全般にわたり適宜、相談・報告を行い適切な助言・指導を受け相互連携を強化し、コンプライ

アンスについても法的なコントロールが働く体制を築いている。
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（3）会計監査の状況及び監査報酬の内容

　会計監査は公認会計士矢島和政氏を起用しており、定期的な監査のほか、会計上の課題について随時確認を行い

会計処理の適正化に努めている。監査業務を執行した公認会計士は矢島和政氏であり、継続監査年数は７年以内で

ある。監査補助者はその他２名である。なお、意見表明に関する審査については、当社の監査をしていない第三者

の公認会計士による委託審査を受けており、監査の品質向上に努めている。当社グループ全体の監査人に対する報

酬は、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬8百万円である。

（4）会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係・資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役がいないため、該当事項なし。

（5）役員報酬の内容

　当社の取締役に対する報酬額は、155百万円である。うち、当社の監査役に対する報酬額は、13百万円である。

　なお、当社は社外取締役及び社外監査役がいないため、社外取締役及び社外監査役に支払った報酬はない。

（6）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨を定款に定めている。

（7）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、法令または定款に別段の定めがある

場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによ

り、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものである。

（8）取締役及び監査役の員数

　当社の取締役は３名以上、監査役は１名以上とする旨を定款に定めている。

（9）株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

１．中間配当

　当社は、中間配当について、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができ

る旨定款に定めている。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものである。

２．取締役及び監査役の責任免除

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めている。これは、

取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備すること

を目的とするものである。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく報酬

（百万円）

非監査業務に基づく報酬

（百万円）

監査証明業務に基づく報酬

（百万円）

非監査業務に基づく報酬

（百万円）

提出会社 8 － 8 －

連結子会社 － － － －

計 8 － 8 －
 

②【その他重要な報酬の内容】

該当なし

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当なし

④【監査報酬の決定方針】

見積り監査時間等を勘案し、監査人と合意の上決定する。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成している。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成している。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）財務諸表について公認会

計士矢島和政氏により監査を受けている。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、外部の公認会計

士と業務委託契約を締結し、適正な連結財務諸表の作成のアドバイスを得たり、会計処理の検討を行うとともに、監

査法人等の行う研修への参加、会計専門誌の定期購読等情報収集を行っている。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,480 4,975

受取手形及び売掛金 1,950 1,928

有価証券 306 213

商品及び製品 2 3

仕掛品 0 0

未放送番組勘定 51 51

原材料及び貯蔵品 4 3

繰延税金資産 187 101

その他 69 91

貸倒引当金 △27 △28

流動資産合計 7,025 7,342

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※２ 8,844 ※２ 8,865

機械装置及び運搬具 ※２ 3,941 ※２ 4,039

工具、器具及び備品 779 816

減価償却累計額 △7,086 △7,489

土地 ※２ 2,758 ※２ 2,761

建設仮勘定 3 5

有形固定資産合計 9,240 8,998

無形固定資産   

その他 119 106

無形固定資産合計 119 106

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１,※３ 6,968 ※１,※３ 8,421

繰延税金資産 6 3

その他 693 745

貸倒引当金 △31 △53

投資その他の資産合計 7,636 9,117

固定資産合計 16,996 18,223

資産合計 24,021 25,565
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 222 293

短期借入金 71 71

未払金 581 518

リース債務 69 74

未払法人税等 55 37

未払消費税等 22 107

賞与引当金 131 118

その他 140 133

流動負債合計 1,295 1,354

固定負債   

長期借入金 370 313

リース債務 328 303

繰延税金負債 150 376

役員退職慰労引当金 155 192

退職給付に係る負債 397 316

アナログ放送設備解体引当金 126 123

その他 ※３ 436 ※３ 436

固定負債合計 1,965 2,064

負債合計 3,261 3,419

純資産の部   

株主資本   

資本金 450 450

利益剰余金 19,419 19,873

自己株式 △14 △14

株主資本合計 19,855 20,309

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 455 1,351

その他の包括利益累計額合計 455 1,351

少数株主持分 449 484

純資産合計 20,760 22,145

負債純資産合計 24,021 25,565
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 7,855 7,827

売上原価 3,512 3,501

売上総利益 4,343 4,325

販売費及び一般管理費   

販売費及び一般管理費合計 ※１ 3,872 ※１ 3,822

営業利益 470 503

営業外収益   

受取利息 2 1

受取配当金 59 66

負ののれん償却額 23 －

持分法による投資利益 － 89

投資有価証券売却益 52 124

その他 16 19

営業外収益合計 154 301

営業外費用   

支払利息 25 22

持分法による投資損失 171 －

その他 2 6

営業外費用合計 199 29

経常利益 425 775

特別利益   

受取補償金 － 8

退職給付引当金戻入額 29 23

特別利益合計 29 32

特別損失   

固定資産除却損 ※２ 29 ※２ 7

投資有価証券評価損 2 －

アナログ放送設備解体引当金繰入額 76 33

貸倒引当金繰入額 － 18

災害による損失 － 15

環境対策費 19 －

持分変動損失 16 86

その他 1 1

特別損失合計 146 162

税金等調整前当期純利益 308 645

法人税、住民税及び事業税 89 91

法人税等調整額 △13 34

法人税等合計 76 125

少数株主損益調整前当期純利益 232 520

少数株主利益 32 39

当期純利益 200 480
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 232 520

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △145 670

持分法適用会社に対する持分相当額 22 227

その他の包括利益合計 ※１ △122 ※１ 898

包括利益 109 1,418

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 76 1,374

少数株主に係る包括利益 33 44
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本
その他の包括
利益累計額

少数株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 450 19,246 △14 19,682 579 420 20,681

当期変動額        

剰余金の配当  △26  △26   △26

当期純利益  200  200   200

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    △123 28 △94

当期変動額合計 － 173 － 173 △123 28 78

当期末残高 450 19,419 △14 19,855 455 449 20,760

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本
その他の包括
利益累計額

少数株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 450 19,419 △14 19,855 455 449 20,760

当期変動額        

剰余金の配当  △26  △26   △26

当期純利益  480  480   480

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    896 34 931

当期変動額合計 － 453 － 453 896 34 1,385

当期末残高 450 19,873 △14 20,309 1,351 484 22,145

 

EDINET提出書類

信越放送株式会社(E04384)

有価証券報告書

24/55



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 308 645

減価償却費 460 466

投資有価証券売却損益（△は益） △52 △124

投資有価証券評価損益（△は益） 2 －

持分法による投資損益（△は益） 171 △89

負ののれん償却額 △23 －

有形固定資産除却損 29 7

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △13

退職給付引当金の増減額（△は減少） △517 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 397 △80

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 30 37

アナログ放送設備解体引当金の増減額（△は減少） 48 △2

受取利息及び受取配当金 △61 △68

支払利息 25 22

売上債権の増減額（△は増加） △35 21

たな卸資産の増減額（△は増加） 13 △1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 23

仕入債務の増減額（△は減少） 29 70

未払金の増減額（△は減少） 1 △62

未払消費税等の増減額（△は減少） △62 84

前受金の増減額（△は減少） △4 △8

その他 26 57

小計 791 986

利息及び配当金の受取額 148 149

利息の支払額 △25 △22

法人税等の支払額 △81 △109

営業活動によるキャッシュ・フロー 832 1,004

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 15 △40

投資有価証券の取得による支出 △1,232 △2,064

投資有価証券の売却による収入 795 1,834

有形固定資産の取得による支出 △233 △153

無形固定資産の取得による支出 △47 △13

保険積立金の積立による支出 △73 △34

その他 △5 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △779 △484

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 60 －

長期借入金の返済による支出 △51 △57

配当金の支払額 △26 △26

少数株主への配当金の支払額 △4 △4

リース債務の返済による支出 △63 △71

財務活動によるキャッシュ・フロー △85 △159

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31 360

現金及び現金同等物の期首残高 4,422 4,390

現金及び現金同等物の期末残高 4,390 4,750
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

 
１．連結の範囲に関する事項

　　　子会社のうち次に示す3社が連結の範囲に含められている。

　株式会社エステート長野、株式会社ＳＢＣハウジング、株式会社コンテンツビジョン

　なお、子会社のうち、株式会社エステート長野サービスは連結子会社に含まれていない。当該非連結子会社の総資産、売上高、当期純利

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない。

２．持分法の適用に関する事項

　関連会社のうち、㈱電算及び㈱インフォメーション・ネットワーク・コミュニティ2社に対する投資について持分法を適用している。

　なお、持分法を適用していない関連会社（株式会社ながのアド・ビューロ他）については、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用せず原価法により評価している。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と同一である。

４．会計処理基準に関する事項

　(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

　(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　(3）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産 （リース資産を除く）・・・主として定率法。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物付属設備は除く）につ　

いては定額法。なお、主な耐用年数は次のとおり。

建物及び構築物 3～60年

機械装置及び運搬具 2～20年

工具器具及び備品 2～15年

　 ロ　無形固定資産 （リース資産を除く）・・・主として定額法。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法。

　 ハ　リース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。

　(4)貸倒引当金の計上基準

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

　(5）賞与引当金の計上基準

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、確定に準ずるものと認められる合理的な見積額を計上している。

　(6）役員退職慰労引当金の計上基準

　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、当社及び連結子会社3社は内規に基づき期末要支給額を計上している。

　(7）アナログ放送設備解体引当金の計上基準

　アナログ放送設備の解体、廃棄等による費用及び損失見込額を計上している。

　(8)退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、主に退職給付に係る期末要支給額を基準とした金額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

　(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

　(10）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日）

 

(1）概要

　子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、取得

関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的な会計処理の確

定の取扱い等について改正された。

(2）適用予定日

　平成28年３月期の期首から適用する。

　なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年３月期の期首以後実施される企業結合から適用す

る。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中である。
 

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（株式） 3,346百万円 3,493百万円

 

　※２　固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物及び構築物 515 百万円 515 百万円

機械装置及び運搬具 37 37

土地 148 148

計 701 701

 
 

　※３　投資有価証券の消費貸借取引

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

貸付有価証券 1,049 百万円 1,397 百万円

上記取引による預り担保金（固定負債）「その他」 200 200
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

人件費 1,173百万円 1,134百万円

代理店手数料 1,175 1,166

減価償却費 167 177

賞与引当金繰入額 67 58

退職給付費用 51 54

その他 1,237 1,231

 

※２　固定資産除却損の内容

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

建物および構築物 1百万円 建物および構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 15 機械装置及び運搬具 0

工具器具及び備品 2 工具器具及び備品 0

その他 9 その他 2

計 29 計 7

 

 

（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   
当期発生額 △172百万円 1,111百万円

組替調整額 △52 △124

税効果調整前 △224 987

税効果額 79 △316

その他有価証券評価差額金 △145 670

持分法適用会社に対する持分相当額：   
当期発生額 22 227

持分法適用会社に対する持分相当額 22 227

その他の包括利益合計 △122 898
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 900 － － 900

合計 900 － － 900

自己株式     

普通株式 15 － － 15

合計 15 － － 15

 
２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年6月24日

定時株主総会
普通株式 26 30 平成25年3月31日 平成25年6月25日

 
(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年6月25日

定時株主総会
普通株式 26 利益剰余金 30 平成26年3月31日 平成26年6月26日

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 900 － － 900

合計 900 － － 900

自己株式     

普通株式 15 － － 15

合計 15 － － 15

 
２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年6月25日

定時株主総会
普通株式 26 30 平成26年3月31日 平成26年6月26日

 
(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年6月24日

定時株主総会
普通株式 26 利益剰余金 30 平成27年3月31日 平成27年6月25日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 4,480百万円 4,975百万円

有価証券勘定 306 213 

　　計 4,787 5,188 

預入期間が３か月を超える定期預金 △396 △437 

現金及び現金同等物 4,390 4,750 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1）リース資産の内容

① 有形固定資産・・・主として、放送関連事業におけるデジタル放送設備（機械装置及び運搬具）

② 無形固定資産・・・ソフトウエア

　(2）リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（３）重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載の

とおりである。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内 33 33

１年超 65 31

合計 99 65

 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達している。一時的な余資は主に流動性の高い金融

資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達している。デリバティブは、全く利用していない。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。

　有価証券及び投資有価証券は、主にその他有価証券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ている。また、関係会社に対して長期貸付を行っている。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日である。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長

で決算日後12年である。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されている。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取

引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っている。連結子会社に

ついても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行なっている。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社及び連結子会社は、借入金等に係る支払金利の変動リスクのあるものについては定期的に金利動向を把握し、金利条件の見直

し等を行っている。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直している。
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③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理している。連結子会社においても当社と同様の管理を行っている。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれている。当該価額

の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがある。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは含まれていない（（注）２．参照）。

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1）現金及び預金 4,480 4,480 －  

(2）受取手形及び売掛金 1,950 1,950 －  

(3) 有価証券及び投資有価証券 3,840 3,840 －  

　資産計 10,271 10,271 －  

(1）支払手形及び買掛金 222 222 －  

(2）短期借入金 14 14 －  

(3) 未払金 581 581 －  

(4）未払法人税等 55 55 －  

(5) 未払消費税等 22 22 －  

(6) 長期借入金 428 449 20  

(7) リース債務 397 386 △11  

　負債計 1,721 1,731 9  

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1）現金及び預金 4,975 4,975 －  

(2）受取手形及び売掛金 1,928 1,928 －  

(3) 有価証券及び投資有価証券 5,053 5,053 －  

　資産計 11,958 11,958 －  

(1）支払手形及び買掛金 293 293 －  

(2）短期借入金 14 14 －  

(3) 未払金 518 518 －  

(4）未払法人税等 37 37 －  

(5) 未払消費税等 107 107 －  

(6) 長期借入金 370 366 △4  

(7) リース債務 378 364 △14  

　負債計 1,720 1,701 △18  

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっている。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格に

よっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」を参照。
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負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金、(4)未払法人税等、(5)未払消費税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっている。

(6)長期借入金、(7)リース債務

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定している。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

その他有価証券のうちの非上場株式及び関連会社株式 3,434 3,581

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため又は関連会社株式であるため、「（3）有価証

券及び投資有価証券」には含めていない。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超５年以内

 (百万円）

５年超10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

現金及び預金 4,480 － － －

受取手形及び売掛金 1,950 － － －

合計 6,430 － － －

 

　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超５年以内

 (百万円）

５年超10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

現金及び預金 4,975 － － －

受取手形及び売掛金 1,928 － － －

合計 6,904 － － －

 

４. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 14 － － － － －

長期借入金 57 57 54 48 47 163

リース債務 69 67 69 71 73 48

合計 141 124 123 119 120 211

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 14 － － － － －

長期借入金 57 54 48 47 47 115

リース債務 74 76 79 80 54 12

合計 145 131 127 128 102 127
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得価額（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1)株式 3,003 2,293 710

(2)社債 5 5 0

(3)その他 136 125 11

小計 3,145 2,423 721

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1)株式 48 57 △8

(2)その他 339 348 △9

小計 388 405 △17

合計 3,533 2,829 704

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得価額（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1)株式 4,050 2,402 1,648

(2)その他 469 447 22

小計 4,519 2,849 1,670

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1)株式 67 71 △4

(2)社債 9 10 △0

(3)その他 243 253 △9

小計 320 335 △14

合計 4,840 3,184 1,656

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1）株式 389 51 12

(2）その他 406 15 2

合計 795 67 14

当連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式 1,023 62 6

(2) 社債 5 0 －

(3) その他 759 59 1

合計 1,788 121 8

 

３．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券（前連結会計年度は2百万円）はない。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下

落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自平成26年４月１日　至平

成27年３月31日）

　該当事項なし。

EDINET提出書類

信越放送株式会社(E04384)

有価証券報告書

33/55



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用し、連結子会社1社は、確定拠出型

の制度として確定拠出年金制度（連結子会社1社）を設けている。なお、当社及び連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時

金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算している。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 517 百万円 397 百万円

退職給付費用 59 71

退職給付の支払額 △42 △16

制度への拠出額 △137 △136

退職給付に係る負債の期末残高 397 316

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 1,528 百万円 1,490 百万円

年金資産 △1,410 △1,463

 118 26

非積立型制度の退職給付債務 279 290

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 397 316

   

退職給付に係る負債 397 316

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 397 316

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 59百万円 71百万円

 

３．確定拠出制度

　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額　　　　　　　　前連結会計年度5百万円　　　当連結会計年度5百万円
 
 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項なし。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

減価償却超過額 139百万円  137百万円

賞与引当金 46  38

退職給付に係る負債 140  102

役員退職慰労引当金 55  61

繰越欠損金 191  49

その他 117  109

繰延税金資産小計 690  499

評価性引当額 △272  △128

繰延税金資産合計 418  370

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △248  △526

固定資産圧縮積立金 △125  △115

繰延税金負債合計 △374  △641

繰延税金資産（負債）の純額 43  △271

 （注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 187百万円  101百万円

固定資産－繰延税金資産 6  3

固定負債－繰延税金負債 150  376

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.8％  35.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.5  2.4

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.0  △1.4

住民税均等割 1.2  0.6

持分法による投資利益等連結手続項目 20.1  △0.2

評価性引当額 △34.1  △20.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △4.1  3.4

その他 △0.5  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.8  19.4

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平

成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げが行われることとなった。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消

が見込まれる一時差異等については32.8％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については

32.1％に変更された。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は30百万円減少し、法人税等調整額が23百万円増加し

ている。
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（企業結合等関係）

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項なし。

（資産除去債務関係）

　前連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自平成26年４月１日　至

平成27年３月31日）

　　　該当事項なし。

 

（賃貸等不動産関係）

　前連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自平成26年４月１日　至

平成27年３月31日）

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略している。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決

定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

　当社グループは、放送関連サービス及び不動産関連サービスの事業を行っており、業種別に区分された事業ごとに、当社及び当社の連結子

会社が各々事業活動を展開している。そのため、当社グループは、「放送関連事業」及び「不動産関連事業」を報告セグメントとしている。

　「放送事業」は、ラジオ及びテレビの一般放送を主な事業としている。「不動産関連事業」は、住宅展示場の運営、動産・不動産の売買及

び不動産の管理・運営建物管理を主な事業としている。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であ

る。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額

（注）1

連結財務諸表

計上額 放送関連事業 不動産関連事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 6,874 981 7,855 － 7,855

セグメント間の内部売上高又は振替高 302 243 546 △546 －

計 7,177 1,224 8,402 △546 7,855

セグメント利益 276 193 470 － 470

セグメント資産 20,708 3,313 24,021 － 24,021

その他の項目      

減価償却費 402 57 460 － 460

持分法適用会社への投資額 3,189 159 3,348 － 3,348

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 157 123 281 － 281

　(注）１．調整額は、売上高のセグメント間取引消去である。
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額

（注）1

連結財務諸表

計上額 放送関連事業 不動産関連事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 6,841 986 7,827 － 7,827

セグメント間の内部売上高又は振替高 287 225 512 △512 －

計 7,128 1,211 8,340 △512 7,827

セグメント利益 298 204 503 － 503

セグメント資産 22,211 3,353 25,565 － 25,565

その他の項目      

減価償却費 411 55 466 － 466

持分法適用会社への投資額 3,331 166 3,497 － 3,497

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 207 11 219 － 219

　(注）１．調整額は、売上高のセグメント間取引消去である。

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
 

 放送関連 不動産関連 合計

外部顧客への売上高 6,874 981 7,855

 
　　　　　　２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。
 
(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社TBSテレビ 1,193 放送関連事業

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
 

 放送関連 不動産関連 合計

外部顧客への売上高 6,841 986 7,827

 
　　　　　　２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。
 
(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社TBSテレビ 1,178 放送関連事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

　該当事項なし。

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　該当事項なし。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

平成22年４月１日前に行われた企業結合（子会社の企業結合）により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおりである。

   （単位：百万円）

 放送関連事業 不動産関連事業 合計

当期償却額 － 23 23

当期末残高 － － －

 

　当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　該当事項なし。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項なし。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項なし。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項なし。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1)重要な関連会社の要約財務情報

 当連結会計年度において、重要な関連会社は㈱電算であり、その要約財務情報は以下のとおりである。

 前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 7,546百万円 7,880百万円

固定資産合計 8,749 9,365
 

流動負債合計 5,330 6,810

固定負債合計 3,317 2,810
 

純資産合計 7,647 7,625
 

売上高 12,580 12,942

税引前当期純利益金額 △448 381

当期純利益金額 △424 171
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 22,952.83円 24,478.65円

１株当たり当期純利益金額 226.16円 542.81円

（注）１．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（百万円） 200 480

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 200 480

期中平均株式数（千株） 884 884

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項なし。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項なし。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 14 14 1.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 57 57 2.1 －

１年以内に返済予定のリース債務 69 74 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 370 313 2.1 平成36年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 328 303 － 平成34年

その他有利子負債 200 200 1.2 －

合計 1,040 963 － －

（注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。

２．リース債務の平均利率については、一部リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表

に計上しているため、記載していない。

３．その他の有利子負債は、貸借取引担保金である。

４．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定の総額

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 54 48 47 47

リース債務 76 79 80 54

 

【資産除去債務明細表】

該当事項なし。

 

 

（２）【その他】

　該当事項なし。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,764 4,152

受取手形 1 1

売掛金 1,830 1,801

有価証券 306 213

未放送番組勘定 51 51

貯蔵品 3 2

前払費用 42 62

繰延税金資産 178 94

その他 15 21

貸倒引当金 △23 △21

流動資産合計 6,172 6,378

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,195 6,214

減価償却累計額 △2,171 △2,332

建物（純額） 4,024 3,881

構築物 933 944

減価償却累計額 △674 △712

構築物（純額） 258 232

機械及び装置 ※３ 3,854 ※３ 3,943

減価償却累計額 △2,617 △2,772

機械及び装置（純額） 1,237 1,171

車両運搬具 29 39

減価償却累計額 △20 △13

車両運搬具（純額） 9 25

工具、器具及び備品 772 804

減価償却累計額 △581 △600

工具、器具及び備品（純額） 190 203

土地 2,215 2,218

建設仮勘定 3 5

有形固定資産合計 7,939 7,738

無形固定資産   

施設利用権 1 1

電話加入権 12 12

借地権 3 3

商標権 1 1

ソフトウエア 70 58

無形固定資産合計 89 77
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 ※４ 3,533 ※４ 4,848

関係会社株式 840 840

出資金 11 11

関係会社長期貸付金 10 18

長期前払費用 12 19

差入保証金 139 144

保険積立金 489 523

その他 1 1

貸倒引当金 △25 △47

投資その他の資産合計 5,012 6,359

固定資産合計 13,041 14,175

資産合計 19,214 20,553

負債の部   

流動負債   

買掛金 192 247

リース債務 69 74

未払金 534 476

未払法人税等 17 10

未払消費税等 10 77

前受金 22 23

預り金 14 16

賞与引当金 122 110

その他 1 －

流動負債合計 986 1,036

固定負債   

退職給付引当金 388 308

役員退職慰労引当金 137 173

アナログ放送設備解体引当金 126 123

リース債務 328 303

繰延税金負債 126 355

その他 ※４ 383 ※４ 382

固定負債合計 1,491 1,647

負債合計 2,477 2,684
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 450 450

利益剰余金   

利益準備金 112 112

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 181 190

放送設備積立金 5,000 5,000

別途積立金 9,750 9,750

繰越利益剰余金 812 1,269

利益剰余金合計 15,856 16,322

自己株式 △22 △22

株主資本合計 16,283 16,749

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 452 1,119

評価・換算差額等合計 452 1,119

純資産合計 16,736 17,869

負債純資産合計 19,214 20,553

 

EDINET提出書類

信越放送株式会社(E04384)

有価証券報告書

42/55



②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 6,829 6,794

売上原価 3,018 3,006

売上総利益 3,810 3,788

販売費及び一般管理費 3,489 3,450

営業利益 320 337

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 150 152

投資有価証券売却益 52 112

雑収入 11 15

営業外収益合計 216 282

営業外費用   

支払利息 15 13

貸倒引当金繰入額 － 2

消費税等差額 1 2

その他 1 1

営業外費用合計 17 20

経常利益 519 600

特別利益   

受取補償金 － 8

退職給付引当金戻入額 29 23

特別利益合計 29 32

特別損失   

固定資産除却損 26 0

投資有価証券評価損 2 －

アナログ放送設備解体引当金繰入額 76 33

貸倒引当金繰入額 － 18

環境対策費 19 －

災害による損失 － 15

その他 1 －

特別損失合計 126 68

税引前当期純利益 421 563

法人税、住民税及び事業税 30 38

法人税等調整額 △11 33

法人税等合計 19 71

当期純利益 402 492
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

          （単位：百万円）

 株主資本
評価・
換算差
額等

純資産
合計

 

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資
本合計

その他
有価証
券評価
差額金

 

利益準
備金

その他利益剰余金

 
特別償
却準備
金

固定資
産圧縮
積立金

デジタ
ル化設
備積立
金

放送設
備積立
金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

当期首残高 450 112 0 182 4,500 － 9,750 934 △22 15,907 600 16,508

当期変動額             

特別償却準備金の
取崩

  △0     0  －  －

固定資産圧縮積立
金の取崩

   △0    0  －  －

デジタル化設備積
立金取崩

    △4,500   4,500  －  －

放送設備積立金の
積立

     5,000  △5,000  －  －

剰余金の配当        △26  △26  △26

当期純利益        402  402  402

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

          △147 △147

当期変動額合計 － － △0 △0 △4,500 5,000 － △122 － 376 △147 228

当期末残高 450 112 － 181 － 5,000 9,750 812 △22 16,283 452 16,736

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        （単位：百万円）

 株主資本
評価・
換算差
額等

純資産
合計

 

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資
本合計

その他
有価証
券評価
差額金

 

利益準
備金

その他利益剰余金

 
固定資
産圧縮
積立金

放送設
備積立
金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

当期首残高 450 112 181 5,000 9,750 812 △22 16,283 452 16,736

当期変動額           

固定資産圧縮積立
金の積立

  9   △9  －  －

固定資産圧縮積立
金の取崩

  △0   0  －  －

剰余金の配当      △26  △26  △26

当期純利益      492  492  492

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

        666 666

当期変動額合計 － － 8 － － 457 － 465 666 1,132

当期末残高 450 112 190 5,000 9,750 1,269 △22 16,749 1,119 17,869
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

　時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用している。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除く）については定額法。なお、主な耐用年数は次のとおり。

建物 ７～50年

構築物 ３～60年

機械及び装置 ２～20年

車両及び運搬具 ２～15年

工具器具及び備品 ２～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法）

(3）リース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、確定に準ずるものと認められる合理的な見積額を計上している。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

　なお、退職給付債務の算定方法については簡便法により計上している。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに備えるため内規に基づく期末要支給額を計上している。

(5)　アナログ放送設備解体引当金

 　アナログ放送設備の解体、廃棄等による費用及び損失見込額を計上している。

５．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「消費税等差額」は、営業外費用の100分の10を

超えたため、当事業年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っている。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた2百万円は、「消費税

等差額」1百万円、「その他」1百万円として組み替えている。
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（貸借対照表関係）

　１　偶発債務

(1）債務保証

前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

㈱コンテンツビジョン（借入債務） 14百万円 ㈱コンテンツビジョン（借入債務） 14百万円

㈱エステート長野（借入債務） 428 ㈱エステート長野（借入債務） 370

計 442 計 384

 

　２．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で関係会社に対する重要な資産及び負債はない。

 

　※３．有形固定資産に係る国庫等補助金の受入れによる圧縮記帳累計額

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

機械及び装置 37 37

 

　※４　投資有価証券の消費貸借取引

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

貸付有価証券 1,049 百万円 1,397 百万円

上記取引による預り担保金（固定負債「その他」） 200 200
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれている。

前事業年度

（自　平成25年４月１日至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日至　平成27年３月31日）

関係会社からの受取配当金 95  90

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度66％、当事業年度66％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は前事業年度

34％、当事業年度34％である。

　売上原価、販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日至　平成27年３月31日）

（売上原価） 百万円 百万円

人件費 719 710

賞与引当金繰入額 56 53

退職給付費用 37 39

番組費 1,547 1,575

企画事業費 130 113

減価償却費 245 244

その他 282 268
 

（販売費及び一般管理費）   

役員報酬 153 168

人件費 732 690

賞与引当金繰入額 65 56

退職給付費用 45 49

代理店手数料 1,187 1,177

減価償却費 166 175

事業費 205 220

社屋維持管理費 97 96

その他 836 815

 

（有価証券関係）

前事業年度 (平成26年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

関連会社株式 471 4,364 3,893

合計 471 4,364 3,893

 

当事業年度 (平成27年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

関連会社株式 471 4,790 4,319

合計 471 4,790 4,319

    （注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

子会社株式   164百万円   164百万円

関連会社株式 205 205

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及び関連会社株

式」には含めていない。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産    
貸倒引当金 17百万円  22百万円

賞与引当金 43  36

役員退職慰労引当金 48  55

退職給付引当金 137  98

株式評価損 28  25

繰越欠損金 191  49

減価償却超過額 108  108

アナログ放送設備解体引当金 44  39

減損損失 5  2

その他 7  8

繰延税金資産小計 632  448

評価性引当額 △234  △94

繰延税金資産計 398  353

繰延税金負債    
固定資産圧縮積立金 △99  △89

その他有価証券評価差額金 △246  △524

繰延税金負債計 △346  △613

繰延税金資産（△負債）の純額 51  △260

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

 前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.8％  35.4％

（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 5.5  2.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △10.7  △7.2

住民税均等割 0.7  0.5

評価性引当額 △25.4  △23.0

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △2.8  4.4

その他 △0.5  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.5  12.7

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平

成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げが行われることとなった。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異等については32.8％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.1％に変更

された。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は29百万円減少し、法人税等調整額が24百万円増加

している。

 

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項なし。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額(百万円）

投資有価証券
その他有

価証券

信越化学工業㈱ 323,175 2,536

㈱東京放送 449,000 680

㈱八十二銀行 449,500 381

㈱電通 18,000 92

㈱ながの東急百貨店 228,000 51

長野エフエム放送㈱ 1,000 50

㈱WOWWOW 11,200 43

㈱博報堂ＤＹホールディングス 30,000 38

㈱守谷商会 147,000 37

㈱長野銀行 166,628 32

東日本旅客鉄道㈱ 1,300 12

綿半ホールディングス㈱ 14,000 10

朝日放送㈱ 9,000 9

スターツコーポレーション㈱ 5,000 9

㈱ホットランド 2,000 8

第一生命保険㈱ 5,000 8

㈱大冷 5,000 8

㈱BS-TBS 783 6

北野建設㈱ 18,000 6

㈱三越伊勢丹ホールディングス 3,000 5

㈱ミマキエンジニアリング 5,000 5

日清食品㈱ 1,000 5

㈱竹内製作所 1,000 5

カルビー㈱ 1,000 5

㈱トリドール 3,000 5

その他（49銘柄） 85,156 108

小計 1,982,742 4,166

計 1,982,742 4,166

 
【債券】

 　　　　　　　　　該当なし。

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（千口） 貸借対照表計上額（百万円）

有価証券
その他有

価証券

（投資信託受益証券）   

ＣＲＦほか 213,136 213

小計 213,136 213

投資有価証券
その他有

価証券

（投資信託受益証券）   

証券投資信託受益証券（38銘柄） 575,650 682

小計 575,650 682

計 788,786 895
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 6,195 18 － 6,214 2,332 160 3,881

構築物 933 11 － 944 712 38 232

機械及び装置 3,854 91 2 3,943 2,772 157 1,171

車両運搬具 29 19 9 39 13 3 25

工具、器具及び備品 772 50 18 804 600 36 203

土地 2,215 3 － 2,218 － － 2,218

建設仮勘定 3 1 － 5 － － 5

有形固定資産計 14,004 196 30 14,171 6,432 396 7,738

無形固定資産        

施設利用権 － － － 8 6 0 1

電話加入権 － － － 12 － － 12

借地権 － － － 3 － － 3

商標権 － － － 2 0 0 1

ソフトウエア － － － 343 281 23 58

無形固定資産計 － － － 369 288 23 77

（注）１．当期増減の主なものは次の通りである。

機械及び装置 デジタル放送設備関係 91百万円（増加）

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下のため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略している。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

期末残高
（百万円）

貸倒引当金 48 21 0 0 69

賞与引当金 122 110 122 － 110

役員退職慰労引当金 137 36 1 － 173

アナログ放送設備解体引当金 126 33 36 － 123

 (注)貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び個別債権の回収に伴う引当金の取り崩しである。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。

 

（３）【その他】

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券　５株券　10株券　50株券　100株券　500株券　1,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所 長野市鶴賀問御所町1200番地3　信越放送株式会社総務人事部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新株交付手数料 １枚につき20円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当事項なし。

株主名簿管理人 該当事項なし。

取次所 該当事項なし。

買取手数料 該当事項なし。

公告掲載方法 長野市において発行する信濃毎日新聞

株主に対する特典 なし

株式の譲渡制限 当社の株式を譲渡するには取締役会の承認を要する。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　該当事項なし。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第86期）（自　平成25年4月１日　至　平成26年3月31日）平成26年6月26日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書

　（第87期中）（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）平成26年12月25日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。

EDINET提出書類

信越放送株式会社(E04384)

有価証券報告書

53/55



 

独立監査人の監査報告書

 

  平成27年６月18日

信越放送株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 矢島和政公認会計士事務所

 

   公認会計士 矢島　和政　　　印

 

 

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている信越

放送株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。私は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に連結財務諸表に重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること

を求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私

の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　私は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、信越放送株式

会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは監査対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成27年６月18日

信越放送株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 矢島和政公認会計士事務所

 

 
 
 

 公認会計士 矢島　和政　　　印

 
 
 

   

 

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている信越

放送株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第87期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。私は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に財務諸表に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて

いる。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私の判

断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することが含まれる。

　私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、信越放送株式会社

の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは監査対象には含まれていません。
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